
能負担の強化で
現役世代の負担軽減を!

党派議連で合意した「LGBT法案」が
自民党の反対によって提出されず

第204国会で
新型ウイルス禍への対応に全力！

西村ちなみの質問と対応

長引くウィルス禍に影響を受けている皆様に心からお見舞い申し上げます。政府の対応は後手後手、
飲食店だけやり玉にあげる対策、ワクチン供給が細ることを隠して職域接種を推進、東京五輪の関係
者は十分な検疫なしの特例入国と問題山積です。西村ちなみは予算委員会、厚生労働委員会、内閣委
員会で12回の質問に立ち、6本の議員立法を提出して、行政監視と政策提言を行いました。

■水際対策の強化（変異株の流入は水際対策の遅
　れを繰り返したことが原因と考えています）
▶まだ混乱、東京五輪「特例入国」で多く生じそうです。
■ワクチン接種体制について国が発する情報一元化
▶この結果自治体がさらに混乱しています。汲むべき
　事情はあるにせよ、確認せずに突っ走る大臣がいる
　ことが問題です

〇このほか、
■ILO105号条約批准のための関係法改正を超党派で行い、
　趣旨説明と答弁に立ちました
■看護師の日雇い派遣を解禁した問題について、政府提
　出の黒塗り資料を大幅に白くしました。 ■ストーカー規制法改正で、「恋愛感情から憎悪感情に　

　なった場合は対象外」とした、とある県警の対応を覆す
　国家公安委員長の答弁を引き出しました
■雇用類似就業者は疾病やケガのリスクがある点で労働
　者と同じです。関係する労働法制によって保護されるよ
　う、国会では初めて具体的に求めました。
■育児介護休業法の改正で、意向確認の際に取得を控え
　させるような形で行わないようガイドラインで示すべき
　と求め、大臣から非常に前向きな答弁を引き出しました。
■持続化給付金の再給付を求めています。等
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　さまざまな調査によって、我が国でも性的マイノリティ
の方々は人口比で３～７％と考えられます。学校でのい
じめ、雇用での差別、希死念慮が高いなど困難に直面し
ていることが指摘されてきました。オリンピック憲章で
性的指向による差別禁止が追加されたことから、開催国
は差別禁止に向けた取り組みを求められますが、我が国
には法的保護の枠組みは存在しません。
　私は5年前と3年前に筆頭提出者となって「性的指向・
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性自認による差別解消法案」を提出しました。オリンピッ
ク前に法律を作る必要があると超党派議連で与党と野
党のすり合わせが行われることになり、野党から私、与
党から稲田朋美衆議院議員が、協議にあたってきました。
「合意案」をとりまとめ、全ての党が了としてそれぞれの
党内手続きを行ったのですが、自民党だけが大きな力の
反対によってストップ。多くの方々の成立に向けた願いも
虚しく、法は成立させることができませんでした。

超超

　「後期高齢者医療制度」政府案への対案は、党社会保障調査会長として
とりまとめました。現役世代の負担軽減は大切なことですが、病気になっ
て医療機関にかかった高齢者の窓口負担を2倍にするという政府提案は、
新型ウイルス禍において影響が計り知れないことから賛成できません。
応益負担ではなく応能負担を強化し、高額所得のある高齢者の保険料賦
課限度額を引き上げる法案を作成して提出しました。与党議員からも質
疑を受け、高い評価を得ていましたが、採決には至りませんでした。

後期高齢医療の負担のあり方について

■持続化給付金の再支給法案を提出
■事業主へは減益分の一定割合を支援

与党は
対応せず

■住民のワクチン接種予約支援を提案
■PCR検査およびゲノム解析の体制
　強化のための具体策を提案
■余ったワクチンの有効活用を提案
■職域接種でワクチン接種しない方
　への不利益取り扱いが生じないよ
　うに求める

▶

▶

応応

→

＜Before＞ ＜After＞

●4月23日厚生労働委員会答弁

●4月7日高齢者の医療の確保に関する法律の一部を改正する法律案国会提出

厚労省が
対応



　   事業者　支援策

資金繰りが心配
〇雇用調整助成金の特例措置
※Aと同じ支援内容

〇実質無利子・無担保融資の継続と
　上限額引き上げ
申請期限は、政府系は当面2021年末まで、セーフティネッ
ト保証4号認定は9月末まで
●お問い合わせは金融機関・日本政策金融公庫新
　潟支店・商工中金新潟支店

緊急事態宣言により
売り上げが減少した
〇飲食関連事業者等を対象とした
　新潟県事業継続支援金
売上高が2ヶ月連続して前年同月比で20％以上減少して
いること　県内で単独店舗は20万円、複数店舗は40万
円　受付期間9月30日まで　
●事業継続支援金センター248-7270
月次支援金（新規）　2021年4月の緊急事態宣言に伴う
自粛等により売上が50％以上減少した中小法人・個人事
業主等が対象。
●コールセンター 0120-211-240
　または03-6629-0479

緊急事態宣言に伴う
イベント関連の対応
〇J-LODlive2補助金
・国内におけるポストコロナを見据えた収益基盤の強化に
資する公演及び当該公演を収録した動画の全部又は一部
の海外向けのデジタル配信の実施を支援　補助率1／ 2、
上限1件3000万円
・延期・中止した公演等のキャンセル費用等の支援　
　補助率10／10、1件2500万円
●映像産業振興機構0120-68-7322

〇ARTS for the future! 補助金
文化芸術活動の持続強化の取組にかかる経費、公演等の
キャンセル料を最大2500万円補助等　
第2次募集7月26日まで
●映像産業振興機構0120-510-335

新分野展開や業態転換を
考えている事業者
〇事業再構築補助金
新分野展開や業態転換等の事業再構築に取り組む場合、
上限1億円まで1／３～2／3補助　2020年10月以降の連
続する6か月間のうち、任意の3か月の合計売上高が10％
以上減少していること　枠、規模等によって補助額、補助
率が細かく設定されています。第2回申請締切は7月2日、
今年　度中にさらに3回程度実施予定　
●問い合わせはコールセンター0570-012-088（ナビ
　ダイヤル）、電子申請　

家賃が払えない方
〇住居確保給付金の特例
収入が減り家賃支払いに困り、住居を失うおそれのある
方に、市区町村ごとに定める額(生活保護制度の住宅扶
助額)を上限に実際の家賃額を家主に支払う。原則3ヶ
月、最長9ヶ月ですが、今年3月までに新規で申し込んだ
方は最長12ヶ月まで延長可能。支給が終了した方も、
3ヶ月の再支給申請を今年9月末まで申込むことが可能
です。
●窓口は市町村の自立相談支援機関かコールセンター :
　０１２０-２３-５５７２
※収入や預貯金、就職活動に関する要件あり

雇用・女性・学生の方
〇雇用調整助成金の特例措置
９月末までは日額上限15,000円・助成率最大10/10の
特例措置(緊急事態宣言・まん延防止等重点措置の地域
において時短等に協力する飲食等)。それ以外の地域は
上限13,500円、助成率は最大中小9/10、大企業3/4。
●窓口は、新潟労働局か、ハローワークコールセンター:
　0120-60-3999

〇休業支援金・給付金の適用拡大
休業手当が支給されていない方が対象。７月末までは(緊
急事態宣言・まん延防止等重点措置)以外の地域で日額
上限9,900円。アルバイト・パート、学生・シフト制の方
も可能。大企業でシフト制等の勤務形態で働く人も遡っ
て対象に。
※シフト制等の場合、一定の条件を満たす必要があります。
・中小企業の労働者の申請期限は令和2年10月～ 12月
　の休業は令和3年5月末まで。令和3年1～ 4月は令和
　３年７月末。令和３年5～６月は令和3年9月末まで。
　郵送の場合は必着。
●申請は、オンライン申請と郵送申請があり、労働者が
　直接申請できます。
　問い合わせはコールセンター :0120-221-276まで。

〇失業手当の支給期間延長
失業手当の支給期間が原則60日延長。
●窓口はハローワーク

〇低所得の子育て世帯に対する
　子育て世帯生活支援特別給付金
児童扶養手当受給者等の低所得のひとり親世帯、その他
住民税非課税の子育て世代に児童一人あたり一律5万円
を支給。児童扶養手当の支給をうけていない世帯は申
請が必要。
●児童扶養手当受給者等(低所得のひとり親世帯)について
　問い合わせはコールセンター :0120-400-903まで
　(受付　平日 9:00 ～18:00)

〇償還免除付のひとり親家庭住宅支援
　　資金貸付　新規
就労を通じた自立に向けて取り組むひとり親の方に、月額
上限4万円×12ヶ月分の住宅賃借資金を無利子で貸し付
け。1年間継続して就労した場合は貸付金の償還を免除。
●都道府県まで(指定都市にお住いの方は市役所まで)

【公式ホームページ】

西村ちなみチャレンジサイト

chinami.net

国会で討論されてい
ることを分かりやす
くお話しします。

【公式FB】
議員活動の様子をご
覧いただけます。

国会の今をつぶやい
ています。ぜひご覧
ください。

西村ちなみの活動
の全てをご覧頂け
ます。

西村ちなみの
国会ラジオ

《ぜひご覧ください》
　西村ちなみの活動の様子をSNS
から発信しています。西村の活動
を通して、少しでも政治に興味を
持って頂けたら幸いです。

　　個人・生活支援策

生活が困窮している方
〇生活保護制度
生活に困窮されている場合、住まいや生活、医療や介護
などの費用が公的に支出され、どなたでも自由に申請で
きます。
〈よくある誤解〉
・同居していない親族に相談してからでないと申請できな
　い、ということはありません。
・住むところがない人でも申請できます。
・住居用の持ち家は保有が認められる場合があります
・必要な書類が揃っていなくても申請はできます。
・申請をした方の親族に自治体が問い合わせる扶養照会 
　について、「家族に知られたくない」と思い申請をため
　らう方が後を絶たないことから、扶養照会を不要とす
　る対象が見直されました。「10年程度音信不通」「借金 
　を重ねている」「相続を巡り対立している」など関係不
　良も照会が不要になりました。DVのほか虐待加害者
　への照会も行いません。
●窓口は各市町村の福祉事務所

生活費が足りない
〇緊急小口資金の特例貸付
20万円以内を無利子・無保証で貸付。返済期間は２年
以内。令和3年度または4年度の住民税非課税世帯(住民
税非課税を確認する対象は、借受人と世帯主)の場合は
一括免除。
●窓口は個人向け緊急小口資金・総合支援資金相談
　コールセンター :0120-46-1999

〇総合支援資金の特例貸付
月20万円以内(単身世帯は15万円以内)を3ヶ月まで貸
与。再貸付が認められた場合、最大9ヶ月(最大180万円)
まで再貸付可能。返還期間は10年以内で、償還時にな
お所得減少が続く住民税非課税世帯には償還免除の適
用もあり。(初回貸付、延長貸付、再交付の資金種類ごと
に免除の判定時期は異なります。また、住民税非課税を
確認する対象は、借受人と世帯主となります。)初回貸付・
再貸付の申し込みは今年8月末まで。再貸付は、緊急小
口資金と総合支援資金の貸付が終了した世帯が対象。
●社会福祉協議会か個人向け緊急小口資金・総合支援
　資金相談コールセンター :0120-46-1999

〇新型コロナウィルス感染症
　生活困窮者自立支援金
総合支援資金等の借入額が限度額に達している世帯や再
貸付を不承認とされた世帯(生活保護世帯を除く)で、収
入・資産・求職等で住居確保支援金と同様の所定の要件
を満たす者。支給額(月額)は単身世帯6万円、2人世帯8
万円、3人以上世帯10万円。7月以降の申請月～ 3ヶ月。
申請受付は8月末まで
●福祉事務所設置自治体
　コールセンター :０１２０-４６-８０３０
  (平日９時～１７時)
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●6月30日市内にて　市民の声に耳を傾けています。お気軽にお声がけください。

まだあります、新型ウイルス支援策
ひとりで悩まないでください！
まだあります、新型ウイルス支援策
ひとりで悩まないでください！
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